鎌倉市自治基本条例策定市民会議第４５回全体会　会議の概要
	日　　時　　　　　　　平成２０年７月１７日（木）午後６時３０分　～　８時３０分

	場　　所　　　　　　　市役所　第三分庁舎１階　講堂

	出 席 者（敬称略）
市民会議会員出席者　３８名及び事務局（経営企画課６名）



	会 議 の 概 要

○第1部　全体会

１　会則検討委員会からの報告

・前回9名から意見をもらった。それをもとに会則検討委員会で検討したが、考えるに当たって市民会議の特徴は何かという点の確認を行った。まずプロジェクトであるという特徴がある。プロジェクトは明確な目的があり、始めがあり、終わりがある。始めは応募に応じて集まり、終わりは策定素案を提出する時だ。また、公募で集まった100何名の会員でやる事で定足数がない特徴も持つ。その結果、提案の中に定足数について、役員の任期について等があったが特徴に照らし合わせて考えた。すでに2年経過しているので過去に遡って修正は出来ないので、そうした事も盛り込んで会則の修正案がでた。第4条の記載と第8条の記載を変えている。ここに提案するので審議をお願いしたい。

（質疑応答）

・第6条に今回の会議の議決は全会一致を原則とするとあるが、全会とは何を言うのか。全体会に届け出ているのは150名近くいるがそれを指すのか、本日のように出席したグループを指すのか。

・前回の質疑応答の中で会則が物足りないというものがあったが内容が明確にならなかった。前回、会則の提案は緊急動議によって行われたが、その提案内容は2点あった。一点は市民会議に参加している個人としての市民の意見を尊重し、条例に反映するという文言を入れて欲しい。もう一点は幅広く市民会議に参加できない人の意見を尊重し条例に反映させる努力をするという文言を入れて欲しいというもの。会則検討の経緯の中にこの点が書かれていないが、この点は非常に大切な事だと考えている。検討委員会でどういう形で検討されたのか。

・全会一致を原則とするとは2年前に決められ、その時は100人だった。しかしそれは難しいので出席者の過半数と決めた。それは基本的には変えない。全会一致の理念は目指すべき理念として尊重するが、実態に則した運用が必要だ。実態に則すとは出席者の過半数で決めるという事になる。

　　　一人一人の意見を大事にするというのは今まさに策定委員会その他で行われている事で、今年の2月には92ページに渡る資料にも記載されている。ルールに今回は盛り込んではいないが、実態の中で反映させて欲しい。外部の方の意見だが、細則に入れてはという意見もあった。どうしても必要なら時間をかけてやらねばならない。今回の提案はこれから会議の運営に差し障りがあれば会則を直そうというもの。細則、定款までは今回提案していない。

・幹事会は円滑な推進を図ると書いてあるが、全権を持っているようだ。また必要事項は幹事会で検討し全体会で決めるとあるが疑わしい。他に、全会一致の原則は、市民会議の性格上当然だが、やむをえない場合にはと書かれた部分のやむをえないとは何か。誰が決めるのか。議事の進行上において決めるものだと考えるが、案文の詰めがまだ甘いのではないか。

・歴史のない組織の中でプロジェクトをいかにマネージメントするかがポイントになる。役員や幹事会に権力を集中していけという意見もあった。しかし自然発生的な組織なので皆で決め、皆で守っていくのが基本だ。ここには幹事会や役員が特別の権利を持つといったものは入っていない。全体会で決めた事が決まった事で幹事会はそのお膳立てをする。

会則検討委員会の3つの提案、第4条、第6条、第8条の規定変更について採決をいただきたい。

・市民の意見の尊重は実態で実践していけば良いという事と細則的なものは避けたとあったが、簡略した形でも入れられないかと考えるが、他の方の意見はないか。

・全会一致の質問がでたが、本日は40人以下の過半数で賛否を問いたいとしている。小川さんからの質問をまったく無視している。会則として条文で決めたから従えという意見で動議を出されたように聞こえる。疑問が残っているものを動議で決めるのは強引ではないか。

・現在は修正前の会則で行っている。第6条は変更していないのでそのまま行っている。矛盾はないと思われる。

・第4条の幹事会の下線部「本会の円滑な推進を図る。」についての採決を取りたい。
出席者36名、議長を抜いて35名、賛成18名、過半数となり可決。

・全会一致は賛成だが、最終的には多数決にはなる。ただその方向を見つけるには議論が重ねられお互いに納得した上でやむをえずという場合が最後だと思われる。今回は本当にやむをえずなのか。そんなに議論されたのか、今日決めないといけないのか。疑問をまた積んでしまったのではないか。この先、掛け違いが進んで会議が混乱するのではないかと思われる。せめて3分の2ぐらいは欲しい。議長が入ればひっくり返るような数で決めるのはおかしくはないか。

・会則検討委員会から動議で採決して欲しいという提案があったのでそれに法り採決を行っている。とりあえず第4条は採択の結果可決した。第6条だが、「本会の会議の議決は、全会一致を原則とする。ただし、やむを得ない場合は、出席者の過半数以上の同意とする。」の文言について採決を取りたい。
出席者37名、議長を抜いて36名、賛成１7名、反対は11名、棄権は8名で第6条は否決。

・第8条の下線部「必要な事項は幹事会で検討し全体会で定める。」について採決を取りたい。

出席者37名、議長を抜いて36名、賛成18名で過半数となり、議長採決により可決。
第6条について再度説明を。

・第6条についてはペンディングにさせて欲しい。第4条と第8条は可決されましたので会則の修正とする。第6条については継続検討として持ち帰る。

２　市民活動フェスティバルの報告

・市民活動フェスティバルで使った自治基本条例についての説明パネルが、これからのPI活動にも使えるのでその内容について報告する。PI活動報告は6月6日にメールで配信した。5月20日から生涯学習センターで行われた市民活動フェスティバルでは、策定市民委員会から19名が来て、素案大綱案を３４０部市民に手渡せた。またシール投票で自治基本条例を知っているかを行い、委員会から21名が担当し、投票は1001名。知っていたのは401名、知らないのは600名で自治基本条例の話をするきっかけには非常に良かった。最終日は公開討論会を行った。参加者40名でディスカッションを行った。説明の後70分討論し実のあるものとなった。パネルは本年度4月30現在の素案大綱案に基づいている。具体的に提案しているため、反応がいろいろなジャンルの方から具体的な形で返ってきた。

○第2部　策定作業部会

１　新しい市民参加の仕組みについての全体討議
（市民委員会について）

・新しい市民参加の仕組みという事で前回は地区協議会について議論した。今回は市民委員会、住民投票制度、推進会議について議論したい。昨日の合同委員会では、今月31日の全体討議までに議論をし、まとめながら次に進みたいとしている。本日は市民委員会について議論したい。各グループで話しあっているので特に意見のある方は言っていただきたい。市民委員会は市の大きな計画を市民全体で作り上げていく参加のシステムとして予定している。すべて公募市民ではなく専門家、関係者並びに公募市民で議論してもらう。自治基本条例で決めれば行政としても市民の声を聞くことになる。住民投票はあらあらの制度設定がしてあるので意見が欲しい。推進会議は条例が出来た後も市民参加でチェックや啓発が出来る体制を作っていこうというものだ。

・審議会とだぶらない仕組みをお願いしているが、課題別に市が設置するとあるがだぶらないか。課題別とは言わず、市が設置するでいいのではないか。常設型の委員会にしてはどうか。

・市民委員会の組織だが専門家、関係団体、公募市民、それぞれ何名位を想定しているのか。今の市民会議と市民委員会はだぶるのか。

・市民委員会は公募市民が3分の１以上は集まれるようにしたい。今の市民会議は全員市民でやっている。市民委員会は関係団体も入れて議論をしていきたいというものだ。

・選挙で選ばれていない市民が行政に大きな影響をもつのは問題がある。議会制民主主義があるのだからその制度の充実が図られればよい、という立場から反対も出た。しかし、複数は賛成を確認した。市民自治を実現する上で市民の意見を正確に反映する事は大切である。ただし、条例でできている審議会との関係に問題が生ずるのではないか。現在40を越える審議会がある。総合計画審議会と重要な基本計画は公募市民を入れて積極的な市民参加の努力をしている経過がある。第3次総合計画では109人参加しさまざまな事を行った。専門家、関係団体が入って徹底的に議論する市民委員会が出来ると、条例の審議会の出番がない。市民委員会を常設ではなく重要問題について検討する市民会議と名称を変えた方が良いのではないか、また公募市民のみで構成し条例の審議会と共同作業として市民の声をより多く反映できるものとし審議会を前進させるものとするのが良い。これを提案したい。

・市民委員会の目的は賛成だが、組織運営が本当に達成されるのか。弊害が起こらないようにしないといけない。公募だが人数制限があるのでそれを市民の意見と言えるか。課題の抽出は検討すべきだ。市民委員会ではなく市民会議に賛成だ。
・住民投票は賛成だが、あと2つは疑問だ。情報の公開や共有に重点を置けばよいのではないか。質問にどう答えるかを考えていけばよい。会議の公開など参加の機会も考えていくべきだ。委員会や会議では人が偏る。多くの意見が公平に行政に届くように考える必要がある。

・市民委員会は不要だ。公募市民の代表性に問題がある。市民の代表であるという整合性がどこにあるか。こうした組織は参加しにくいので参加者が偏る。他市では毎回同じ方が参加している現実がある。偏った意見になる。常設だと議会との差がない。審議会との差もない。市民の意見は、パブリックコメントやアンケート調査等誰もが参加し易い方法で市民の意見を集めたほうが正確な意見が集まる。よって不要だと考える。

・第６グループから文書を提出してある。市民委員会は不要である。

・各グループのまとまった意見が欲しい。

・第５グループは広く各層の意見を吸い上げる為の舞台と考える。公募した市民が意見を言うだけではなく、審議会と一緒になりＰＩ活動もし、幅広く市民の意見を反映されるように持っていく為の市民会議である事を提案する。

・第1グループのまとめは大綱の修正提案の通りである。「市は既存審議会等の市民参画を促進するとともに総合計画等の重要な施策に関し市民公募で行う市民委員会を設置する。市民委員会は市民の声を十分に聞き、市はこの報告を尊重し施策を行う。」審議会、地区協議会等との住み分けは必要。課題別、事業ごとに設置はしっかり書くべきだ。市民参加の方針についてもはっきり書く。市民委員会の公募は基準を決め、議論の内容を示して公募する。地域、年齢、性別を考慮して選考する。委員以外の方との意見交換を行い、その声を生かす努力を目的に入れる。

・いろいろな所に出かけ、市民の声を拾ってくるという実験的なことが出来ればよい。議会が２つできるのではないかとの意見があったが、利権に傾く市議が市民の意見と逆の事をする事もある。普通の市民が町の為に積極的な意見をいう場があるのが良い。

・議会は行政から提案されたことを議論し賛否を取って決定する。これは決定はしない。論議し声を反映する。他の推進会議等とは連動する。市民委員会はそうしたものを取り上げて、市の総合計画に位置付ける。計画しまとめて行政に反映するのが任務。市民委員会、地区会議で行われた結果は推進会議で点検すると書かれている。その結果をアクションプランに反映する。それを市民委員会に持っていく。

・第３グループは市の総合計画など重要施策に市民が参加するのは大切だというのが多数意見だ。特に審議会との関係は疑問だったが、審議会が本当の意味で市民の意見を反映しているのか疑問もあったので、市民委員会は大切である。公募は地域、年齢、性別を考慮するのは大切だ。テーマ別での市民委員会でよいのではないか。

・第２グループでは、市民の意見は言いっぱなし、聞きっぱなしでどのように反映されているのか分からないのが課題だとなった。解決策を具体的に示すために、地区協議会とともに市民委員会は必要だということだ。審議会、協議会の改善も必要だが、自治基本条例を作るので、市民にこの条例を作った事により、市民の意見がこれだけ反映されるようになった事を示すのも必要。参加者は偏らないように工夫する事が必要。今後の話し合いが大事だ。審議会は審議報酬、人数制限もありなかなか入れない。そうした面からも必要だ。

・自治基本条例の命がかかっている。公募は偏るというが正当性は市民であれば誰でもある。参加するには意見を持って参加するので、市民参加は公募が当然で十分だ。正当性がないとはいえない。

・市民委員会には賛成だ。審議会は市長の諮問機関だ。市民のものではない。市民が独立した意見はいえない。市民委員会は市民参加参画の一つの形態。偏りがあるならチェック機能を考えれば良い。全体の市民の意向は分からないが、調査や地域の集まりから市民の意向を聞くなど考えればすばらしい力が発揮できる。制度かを要望する。

・100人会議に参加したが、それまでは行政との関わりはなかった。都市景観のメンバーになった。メンバーにはすばらしい人たちがたくさんいた。1年の間にいろいろな討議をし、市に提案できた。　当時行政に関して知らない者が参加し、景観条例も出来た事を考えると、市民参加を続けることが大事だ。賛成だ。

・最終まとめはこれからだ。市民参加の新しい制度としてシステムを確立しようとしているが、市民が議論して一つの形を作る自治の仕組みもある。次の合同会議で意見のまとめをしていきたい。

　（住民投票について）
・すでにあるので住民投票はいらない。常設の必要はない。鎌倉市が緊急な決定をしなければいけない段階ではない。
　・第６グループから文書を提出してある。二元代表性では守り切れない市民主権を守る重要な制度だ。安易に使うものではなく非常設型とする。実施のハードルは高いほうが良い。投票資格者は住民投票基本条例、市民の市政参加基本条例に委任する。

　・基本的には否定的だ。衆愚政治を招く。政治的に悪用するケースもある。よって非常設型にすべきだ。市長や議会を実質的に拘束するが相応の責任が伴う。投票の資格は市長及び市議会議員の投票資格を有するものとしたい。

　・憲法が保障している基本的考え方を理解した上で議論の必要がある。国会は明確に間接民主主義をとっている。地方は直接民主制を基本とし二元代表制にしている。市長は直接選べるが総理大臣は選べない。政府は議会に責任を負う。市長は直接市民に責任を負う。二元代表制が直接民主制の理念を取り入れている。憲法95条は住民投票をしなければいけないとなっている。地方自治法94条は議会をおかず住民総会でいいとなっている。地方政治は直接民主主義を基本としている。市政に重要な影響を及ぼす課題は住民投票で決めるという事を条例で決めるのが正しいのではないか。

・アメリカで暮らした時選挙権はないが参画の権利はあった。今出されている文言で問題はない。常設型でいい。原子力の問題等を考えたとき、一人一人の命の平等は自分の判断が必要。

　・投票率は厳しくする必要がある。地方自治法では住民とは市内に居住する人を言う。税金も納めているので外国人の意向もいれるべきだ。

・8月中たたき台を作るので、また議論をしたい。



	特 記 事 項

１　次回の鎌倉市自治基本条例策定市民会議の予定

　　第46回　日時：平成２０年７月３１日（木）午後６時３０分～８時３０分




PAGE  
1

